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研究要旨 

健康増進事業に基づくがん検診のうち、集団検診の精度管理体制評価の指標としてはチ

ェックリスト（CL）が示されており、平成 20 年より自治体や検診機関において運用が始ま

っている。しかし、近年増加している個別検診についてはまだ CL が作成されておらず、精

度管理が不十分なまま検診が行われている。そこで先行研究の結果やがん検診専門家によ

る議論等により、個別検診における精度管理体制評価の指標（新 CL 案）を作成し、その妥

当性、有用性について検討を開始した。 
 

 

A. 研究目的 

 健康増進事業に基づくがん検診のうち、集

団検診については、平成 20 年に精度管理体

制の評価指標（集団検診 CL）が作成され、既

に自治体や検診機関で精度管理が行われつ

つある。CL には都道府県用、市町村用、検診

機関用の 3 種類があり、各々の役割に応じて

最低限実施すべき項目が 5 がん分（胃がん、

大腸がん、肺がん、乳がん、子宮頸がん）につ

いて規定されている 1）。 

本研究が主に対象とする市町村 CL と検診

機関 CL は、各々約 40 項目、約 20 項目から

なる（項目数はがん種により若干異なる）。市

町村 CL では、「対象者の把握」、「受診勧奨」、

「精検結果の把握」、「精検受診勧奨」、「検診

結果の集計」、「検診機関との適切な委託契

約」が求められている。また検診機関 CL では、

「受診者への説明」、「適切な検査方法」、「施

設認定や検診従事者等に必要な資格の取

得」、「委託元への適切な報告」が求められて

いる。市町村と検診機関は、各々の検診体制

を CL により自己点検すると共に、都道府県が

CL により行う精度管理に協力する必要がある
1）。実際に近年は、都道府県や国立がん研究



センターによる CL 関連の調査がほぼ毎年行

われており 2）、既に集団検診においては、CL

による精度管理が定着しつつある。 

一方個別検診については、CL 自体がまだ

作成されておらず、精度管理が殆ど行われて

いない。現在では健康増進事業に占める個別

検診の割合は 50％以上に達しているが、厚労

省研究班が行った調査によれば、個別検診の

精度管理水準は集団検診より格段に低いこと

が明らかになっている 3）。個別検診の精度管

理向上のため、まずは基本的な指標である

CL の作成が急務である。 

本研究では、市町村と検診機関の個別検

診を評価する指標として、2 種類の新 CL 案を

作成し、その妥当性、有用性評価を開始し

た。 

 

 

B. 方法 

1. 新 CL 案の作成 

8 名のがん検診専門家による会議により、

下記の検討を行った。 

 

〔会議での検討事項〕 

1）新 CL の構成 

2）新 CL における検診機関の定義（特に、

医師会が複数の医療機関を束ねている

場合） 

3）医師会の役割 

4）新 CL の項目（先行研究で検討した、「個

別検診の精度管理に必須の 5 要件※」の扱

い） 

 

※「個別検診の精度管理に必須の 5 要件」 

①個別検診の委託先医療機関の選定基

準を明確にし、検診の実施要綱を作成し

ている。 

②検診実施要綱に沿った医療機関を選

定している（県によっては、医療機関を登

録制にし、要綱に沿っているかを事前審

査している。また選定を医師会に委託す

る場合は、要綱に沿った医療機関を選定

するよう依頼している）。 

③委託後に各医療機関について、要綱

の遵守状況を確認している。 

④医師会と自治体（都道府県、市町村）

等による会議体を設置し、医療機関毎の

評価と、精度管理上の課題について検

討している（特に、検診/精検結果の報告、

回収ルートの整備など）。 

⑤医療機関毎に評価結果をフィードバッ

クし、改善に向けて、指導も含めた対策を

とっている。 

 

会議後に、市町村 CL 案（約 70 項目）及

び、検診機関 CL 案（約 30 項目）を 5 がん

分（胃がん、大腸がん、肺がん、乳がん、子

宮頸がん）作成した。 

 

2. 新 CL 案の妥当性、有用性評価 

新 CL 案の妥当性、有用性を評価するた

め、パイロット調査を実施した。パイロット調

査の実施状況は別添 2 にも示す。 

 

〔調査対象〕 

市町村 CL の調査対象は 2 地域（2 県内

の 102 市区町村）、検診機関 CL の調査対

象は 6 地域（4 県 2 市内の検診機関：胃がん

258 施設、大腸がん 697 施設、肺がん 407

施設、乳がん 96 施設、子宮頸がん 168 施

設）とした。いずれも、県、市、医師会等と事

前協議を行い、調査方法（協力依頼ルート



や回答方法など）について調整を行った。 

 

〔調査方法〕 

調査の協力依頼ルート、医師会の関与の

程度については、各地域に一任した（なる

べく CL 運用後の状態に近い形でパイロット

調査を行うため）。調査票の配布、回収は、

研究班と回答者間で直接行った。 

 

〔調査内容〕 

CL 項目への回答を得るとともに、項目の

意図や文言に不明瞭な点がないか、自治

体や検診機関の実情と CL が乖離していな

いか、を検討した。 

 

〔調査時期〕 

調査は平成 26 年 11 月以降に順次開始

し、平成 27 年 2 月に終了した（本報告書提

出時点では、結果の集計中である）。 

 

 

（倫理面での配慮） 

 本研究は疫学研究に関する倫理指針等の

関連指針を遵守して行い、かつ、必要に応じ

て参加の研究施設における倫理審査委員会

の承認を得ることを前提とする。官庁統計等は

所定の申請、許可を得て用いる。 

また、研究に協力した自治体や検診施設に

対しては、本研究の目的、結果の公表方法、

データの取り扱いについて事前に十分に説明

している。 

 

 

C. 研究結果 

1. 新 CL 案の作成 

がん検診専門家による会議において、以

下の結論を得た。 

 

1）新 CL の構成 

   CL の基本構成は、既存の集団検診 CL

に、先行研究で特定した「個別検診の精度

管理に必須の 5 要件」を追加した形とする。

また既存の集団検診 CL の項目についても、

最近のがん検診指針 4）や学会規約の変更、

検診実施状況の変化等をふまえて改訂を

行う。 

今回作成する新 CL は、その用途を個別

検診のみに限定せず、集団検診と個別検

診の両方が評価できる形にする（今回追加

する項目は、今後集団検診の精度管理向

上にも必要なため）。 

 

2）新 CL における検診機関の定義（検診機

関 CL の回答対象） 

検診機関の定義は、「検診を実施する

個々の医療機関」とする。すなわち、自治体

と直接委託契約を交わす施設である。また、

医師会が複数の医療機関を束ねている場

合においても、医師会＝1 検診機関とはせ

ず、「医師会に所属する個々の医療機関」

を検診機関と定義する。 

 

3）医師会の役割 

自治体から個別検診を委託された医師

会は、検診業務のほか、精度管理について

も積極的に関与することが求められる。例え

ば医療機関の選定において、CL では市町

村に対し、各医療機関の検診体制を正確

に把握したうえで選定するよう求めている。

しかし実際には、多くの市町村は医師会に

医療機関の選定を一任しており、単独で各

医療機関の検診体制を正確に把握すること



は難しい。従って CL では、「検診機関が適

切な条件により選定されているかを医師会

に確認する」 などの注釈が必要である。他

の CL 項目も同様で、市町村、検診機関、

医師会の連携を前提とし、市町村や検診機

関が単独で実施することが難しい項目につ

いては、「医師会と連携して実施し、最終的

には市町村/検診機関が確認する」を注釈と

して追記する。 

 

4）新 CL の項目 

新 CL の項目は別添 1 に示す。特に重要

な追加については以下に記す。 

 

〔市町村 CL〕 

5 がん共通で下記を追加した。 

・この CL において、検診機関とは「検診を

実施する個々の医療機関」を指す。 

・検診機関や医師会に全委託している項目

については、検診機関や医師会から情報

提供をうけた上で、最終的に市町村が確認

する。 

・医師会が委託先検診機関を選定する場

合、或いは県による集合契約では、医師会

や県から情報提供を受けた上で、市町村が

最終的な確認をする。 

・検診終了後に、委託先検診機関で仕様書

内容が実際に遵守されたかを確認する。 

・個人毎の精検結果を、市町村、検診機関、

精密検査機関が共有する。 

・精密検査機関に対し、精検結果を市町村

へ報告するよう求める。 

・精検結果が不明の者については、本人も

しくは精密検査機関への問い合わせにより、

結果を確認する。 

・検診機関に、精度管理評価を個別にフィ

ードバックする。 

・医師会を介して検診機関にフィードバック

を行う場合は、最終的に個々の検診機関に

情報が届いていることを確認する。また、市

町村以外（都道府県等）がフィードバックを

行う場合は、市町村はその内容を共有す

る。 

 

〔検診機関 CL〕 

5 がん共通で下記を追加した。 

・この CL は、「検診を実施する個々の医療

機関」が最低限整備すべき精度管理項目

である。 

・個々の医療機関が実施不可能なもの（例

えば研修会の実施など）は、所属する医師

会や自治体等での実施、或いは共同実施

でもよい。 

・検査を外注している場合（肺がんの喀痰

細胞診、子宮頸がんの細胞診判定など）は、

外注先の状況を確認する。 

 

2. 新 CL 案の妥当性、有用性評価 

パイロット調査の調査票は別添 1 に示す。

調査票では、回答者の解釈の違いによる誤

回答を避けるため、ほぼ全項目で回答基準

を統一した。調査の実施状況（回収率、医

師会の関与の程度など）は別添 2 に示す。 

 

 

D. 考察 

  今回作成した新 CL 案では、自治体と医師

会の連携が必要であることを明記し、間接的

ではあるが、医師会の役割も示した点におい

て意義が大きい。がん検診専門家による会議

でも、個別検診における医師会の役割につい

て多くの議論が行われた。専門家の共通の見



解としては、個別検診では、その地域の精度

管理を一元化する組織が自治体以外に必要

であり、また、本来は地域医師会がその組織

に該当する、というものであった。ただし現時

点では、約 3 割の自治体で医療機関への委

託に医師会が介在せず、また委託に医師会

が介在している自治体においても、その約 8

割では医師会が精度管理に関与していない 3）。

そのような状況下では、医師会による精度管

理の一元化を全国で行うことは難しく、今回の

新 CL では要求しないとの結論に至った。しか

し将来的には、医師会により精度管理が一元

化されるべきであり、それが達成できている自

治体が高評価を得られるCLが必要であるとの

意見も出された。 

パイロット調査に関しては、ほぼ全地域で県

医師会または市医師会の協力が得られ、中で

も、3 医師会は自ら回答を作成し検診機関に

通知するなど、積極的な協力が得られたこと

は特筆すべきである。今後この調査結果をもと

に、新 CL 案の妥当性、有用性について検討

していく予定である。 

 

 

E. 結論 

健康増進事業にもとづく集団検診と個別検

診の精度管理体制を、網羅的に評価するため

の新 CL 案を作成した。今後この新 CL 案が個

別検診の精度管理指標に位置づけられること

により、自治体と医師会の組織的な精度管理

体制の構築が期待でき、個別検診の精度管

理向上、ひいては住民検診全体の精度管理

向上に貢献することができる。 
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